
（単位：円）

設計金額 予定価格 契約金額
（税込）

直接工事費 (a) 諸経費等 (b) 工事価格 (c) 消費税
（税込） （税込） 代表構成員 それ以外

(a)+(b) 端数切捨 (c)*10% の出資比率 の出資比率

181,280,000 126,668,407 38,131,593 164,800,000 16,480,000 181,280,000 166,777,600

（株）川崎建設 (有)よこすか建設

65% 35%

189,706,000 130,543,694 41,916,306 172,460,000 17,246,000 189,706,000 174,529,520

（株）大栄建設 （株）井上工務店

60% 40%

　※契約期間の始期は議会議決の翌日となります。

令和5年3月24日

令和5年3月定例会　契約議案（工事）

契約の件名
（仮契約日・契約期間）

契約者

川崎・よこすか特定建設工事共同企業体
外野小学校給食室改修建築工事

（令和5年2月3日・令和6年1月31日まで）

勝田第二中学校給食室改修建築工事
（令和5年1月30日・令和6年1月31日まで）

大栄・井上特定建設工事共同企業体

文教福祉委員会

Ｎｏ．１



令和5年3月24日

（単位：円）

設計金額 予定価格 契約金額
（税込）

設計金額 消費税
（税込） （税込） 契約者

（税抜） 計*10%

外野小学校給食備品購入 101,046,000 91,860,000 9,186,000 99,330,000 96,778,000 日立調理機（株）

（令和5年2月6日・令和6年3月31日まで）

勝田第二中学校給食備品購入 111,188,000 101,080,000 10,108,000 109,340,000 108,350,000 日東調理機（株）

（令和5年2月6日・令和6年3月31日まで）

契約の件名
（仮契約日・契約期間）

令和5年3月定例会　契約議案（物品）

　※契約期間の始期は議会議決の翌日となります。

文教福祉委員会

Ｎｏ．２
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国 保 年 金 課 

 

小児マル福における自己負担金支給事業の廃止について 

 

１ 事業廃止の提案に至った背景及び理由について 

 マル福（医療福祉費支給制度）の受給者が医療機関を受診の際に支払う「自己負担

金※１※2」につきましては，茨城県の制度において規定されております。本市では，市

独自の事業として，医療機関に支払った自己負担金を返金する「小児マル福の自己負

担金支給事業」を平成 16 年４月から実施し，現在まで支給してまいりました。 

 しかしながら，近年，支給時期や支給額など自己負担金の支給※３関する問い合わせ

は皆無に等しく，保護者の関心が非常に低いと思われる状況となっております。また，

本市の人口と同規模以上の県内自治体における支給状況につきましては，日立市と古

河市のみ支給している状況です。（人口 10 万人以上の水戸市，土浦市，取手市，つく

ば市，筑西市では支給をしておりません。） 

 本市においては，令和３年 10 月から，「小児マル福の外来医療費助成」における対

象年齢を高校生世代まで拡大し，更には，令和５年10月から「小児マル福の所得制限

撤廃」を予定しているなど，マル福制度を充実させてきていることや，県内他市の支

給状況などを踏まえ，自己負担金の支給については，令和５年９月分の支給をもって

廃止をさせていただきたいと考えております。 

 なお，妊産婦における自己負担金支給事業は引き続き実施してまいります。 

 

 

※１ 小児マル福の自己負担金 

区 分 自己負担金 支給対象者 

外 来 1 日 600 円まで（月 2回まで）※３回目以降無料 0 歳から 3歳未満まで 

入 院 1 日 300 円まで（月 3,000 円まで） 
0 歳から 18 歳まで 

薬 局 無料 

 

 

※２ 自己負担金のイメージ図 

  【総医療費（外来）が 10,000 円で，一部負担金の割合が２割の場合】 

 

 

 

 

 

保険者負担（社会保険，国民健康保険等） 

8,000 円 

医療福祉費(マル福)1,400 円 

 自己負担金 600 円 

一部負担金(2,000 円) 

医療機関で自己負担金を支払った後，後日，市から支給（振込み）します。 
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※３ 自己負担金の支給時期 

※ア 医療機関からのマル福データを基に，登録口座へ自己負担金を振り込みます。 

※イ 県外受診分や支払った自己負担金が600円未満など，マル福が適用されていない

場合は，医療機関からの医療福祉費の請求がなく，受給者が自己負担金を支払

った情報がないことから，領収書を添付のうえ申請してもらう必要があります。 

 

 

２ 対象者数（令和３年度末現在） 

   外来自己負担金は約 2,900 人（0 歳から 3 歳未満），入院自己負担金は約 21,000 人

（0歳から 18 歳）が対象となる見込みです。 

 

 

３ 支給廃止による財政効果額（見込み） 

  自己負担分支給費  約26,000,000円(年額) 

  (うち入院は約 1,670,000 円，率にして 6.4%) 

 

 

  ※令和５年度は９月診療分まで支給するため，およそ 600～700 万円の財政効果額を

見込んでおります。 

 

 

４ 周知方法 

  対象者全員に対して個別に文書を送付するとともに，市報やホームページで周知に努

めてまいります。 

区 分 支給対象の診療月 支給月 

自動振込※ア（申請は不要） 

１月，２月，３月 ６月末 

４月，５月，６月 ９月末 

７月，８月，９月 12 月末 

10 月，11 月，12 月 ３月末 

手動振込※イ（申請が必要） 直近の診療月の翌々月以降に支給 

【参考】小児の自己負担金支給実績 
26,356,882 円（令和元年度決算額） 
18,811,779 円（令和２年度決算額） 

21,084,159 円（令和３年度決算額） 



令和５年３月２８日 

 

ひたちなか市議会 

議長 大 谷   隆 殿 

 

文教福祉委員会 

委員長 雨 澤   正 

 

 

閉会中の継続調査申出書（案）  

 

 

 本委員会は，所管事務のうち次の事件について，閉会中の継続調査を要するものと決定したの

で，会議規則第１１１条の規定により申し出ます。 

 

記 

 

１ 件 名 

（１）福祉行政について 

（２）教育行政について 


